〔要　求〕
	２．自治体関係労働者の賃金・労働条件の改善
⑴　臨時・非常動・嘱託・パート職員等

①　恒常的な業務に従事する臨時・非常勤・嘱託・パート職員等については、ただちに任期の定めのない常勤職員とすること。
②　臨時・非常勤・嘱託・パート職員等の雇用は、労使交渉に基づく協約・協定の内容を踏まえ、当該労働者に賃金、労働時間を明示し労働契約を締結すること。
③　パートタイム労働法の趣旨を地方自治体で働く臨時・非常勤等職員へ適用させること。

当面、地方公務員法・地方自治法の一部改正の施行日（2020年４月）までの間は、総務省が2014年７月に公務員部長通知「臨時・非常勤職員および任期付職員の任用等について」（2014年通知）を発出していることを踏まえ以下の事項について改善すること。
ⅰ）基本賃金の大幅引き上げ（最低でも正規職員の８割）と、年齢や経験年数に応じた初任給格付け、定期的昇給制度を確立すること。なお、初任給格付けは常勤職員と均等待遇をはかる必要から、月額158,300円（国公行（一）18歳 1-13）以上、日給7,920円（月額/20日）以上、時給1,030円（月額/20日/７時間45分）以上とすること。

ⅱ）期末手当（６月、12月）を常勤職員並みに完全支給すること。

ⅲ）常勤職員の給料表改定率・一時金引き上げ月数にあわせ、臨時・非常勤等職員の賃金引き上げと常勤職員同様の遡及を実施すること。

ⅳ）寒冷地手当を常勤職員並みに完全支給すること。

ⅴ）その他、業務・生活関連諸手当の支給・制度化、とりわけ最低でも通勤手当（費用弁償含む）や時間外勤務手当（追加報酬）は雇用形態を問わず全額支払うこと。

ⅵ）労働基準法を最低基準として、年次有給休暇制度を採用１年目から確立すること（労基法基準：６月継続勤務で10日）。付与された休暇の時効は２年間であることから、繰り返しの運用を行うこと。さらに、最低基準として、年次有給休暇が10日以上付与されている労働者に対して、５日間以上の年次有給休暇の取得について適切に対応すること。また、年次有給休暇の完全取得にむけた実効ある施策を講じること。
ⅶ）休暇制度は、国の非常勤職員の措置を最低に、常勤職員との均等待遇とすること。とりわけ子の看護休暇、産前産後休暇、育児・介護休業等の諸休暇制度を確立すること。

ⅷ）2018年12月7日に人事院規則15－15（非常勤職員の勤務時間及び休暇）および同規則運用通知が改正され、2019年１月１日から結婚休暇の新設（連続する５日の範囲内：有給）および忌引休暇が拡大（任期に関わらず全ての非常勤職員が対象）されたことから、地方公務員においても適用とすること。
ⅸ）健康診断について、６ヵ月以上勤務（見込み）・週勤務20時間以上の職員に実施すること。

ⅹ）退職手当を制度化・支給すること。

ⅺ）法定基準を最低に、雇用保険、健康保険、厚生年金に加入させること。特に健康保険、厚生年金については、すべての地方公共団体、一部事務組合、広域連合などが特定適用事業所であり、すべての短時間労働者に適用されることから、確実に対応すること。


〔解　説〕
⑴　基本は任期の定めのない常勤職員
　常勤的かつ恒常的「臨時・非常勤労働」は、当然にして任期の定めのない常勤職員とするべきであり、その定数化を要求します。
⑵　最低高卒初任給、４月遡及改定、定期昇給、手当・労働時間・休暇制度は正規職員並み
　定数化要求を基本としながら、すべての臨時・非常勤・嘱託・パート職員等の労働条件の改善について、①賃金は最低高卒初任給とし、勤務実態や年齢等により前歴換算や同年齢職員との均衡を加味させる、②改定時期は多くが１年遅れの賃金改定である実態から４月に遡及実施させる、③１年を超える者については、ベース改定とは別に常勤職員に準じた定期的な昇給制度を導入させ、そのための、賃金表を設置させる、④諸手当は、常勤職員に準じて制度化させる、⑤労働時間と休暇は常勤職員並みを追求し、最低労働基準を確保する－を基本に、各単組で具体的な要求を作成して取り組むこととします。

　特に自治体の非常勤職員は、地方自治法第203・204条によって「非常勤職員には給与ではなく、報酬、費用弁償として支払う」とされています。このため、旧自治省は一時金などの手当は支給すべきではないとの指導をしていますが、この間の自治労の取り組みでいくつかの自治体で支給されるようになりました。いずれにしても現行法では民間および国の非常勤職員に比べ、不利な扱いを受けています。地方自治法や地方公務員法自体が、公務運営はすべて任期の定めのない常勤職員(いわゆる「正規職員」)で行うとされており、現在のような臨時・非常勤等職員を想定していないという根本的問題があります。

　当面は、通勤費については「費用弁償」（地方自治法第203条の２第３項）、その他諸手当分については「報酬」として支給させるよう求めます。2009年４月の総務省通知を基本的に踏襲する形で出された2014年通知でも通勤費は費用弁償として支給できるとしていること、時間外勤務手当については「労働基準法が適用される非常勤職員に対して当該所定労働時間を超える勤務を命じた場合においては、当該勤務に対し、時間外勤務手当に相当する報酬を支給すべきもの」とされています。少なくとも通勤費および時間外手当に相当する報酬はすべての職場で完全支給されることをめざし取り組みを進める必要があります。
⑶　労働時間・休暇は労基法適用、中断期間は脱法行為

地方公務員は、正規職員はもとより、臨時であろうと非常勤職員であろうと、労働時間、有給休暇については労働基準法が適用されます。労基法第39条第１項によれば使用者は６月間継続勤務し、全労働日の８割以上を出勤した労働者に対し最低10日、さらにその後勤続年数１年について１日を加算した有給休暇を付与しなければならないとしています。また、１日の労働時間に関係なく、週の労働時間が少ない場合でもその日数に比例して、付与しなければなりません。

ところで、労基法は「６月継続勤務」したものに対して、７月以降から休暇の権利が発生するとしています。雇用中断期間を設けて、毎年度の当初、新たに臨時職員や非常勤職員を雇用したものとしてみなし、有給休暇を与えないという実態もあります。

しかし、このような中断期間を設け、任用を繰り返した場合は、労基法上の使用者たる責任を回避しようとする明らかに脱法行為です。従って、この中断期間も実質的に雇用は継続していると見るべきであり、使用者がこの中断期間を理由に休暇を付与しない場合は、労基法違反となります。

このことは労働省通知（1988年３月14日）でも、「『継続勤務』とは実態により判断すべき」としており、短期の中断は勤務継続とみなしています。また、自治体の場合は雇用されると同時に権利が発生しているところが多く、臨時・非常勤職員についても同様な措置を求めます。

また、労働基準法第115条によれば、「この法律の規定による賃金（退職手当を除く。）、災害補償その他の請求権は二年間、この法律の規定による退職手当の請求権は五年間行わない場合においては、時効によつて消滅する。」とあり、年次有給休暇についても請求権は２年間有効であることから、繰越しの運用を求めます。

2014年人勧期における公務員連絡会と人事院との交渉の結果、国の非常勤職員に夏季休暇が措置されていないことを踏まえ、採用後一定期間継続勤務した後の夏季における弾力的な年次休暇の付与について、年次休暇付与が見込まれる者（任期が６月を超える等、採用後の年次休暇付与が見込まれる者）について、３月継続勤務した時点で勤務日の８割合以上勤務していた場合には、夏季（７月１日～９月30日の期間内）において、年次休暇を最大３日付与する（６月間継続勤務した時点で年次休暇の付与要件を満たした場合には、残りの日数（最大７日）を与える）こととなっています。

年次有給休暇については、1998年に改正が行われ、1999年４月１日からは次のとおりとなりました。（1999年～2000年は経過措置期間）
年次有給休暇付与日数（一般：週所定労働時間30時間以上、全労働日の８割以上出勤）

	週 所 定労働日数又は１年間の所定労働日数
	　
	勤続年数

	
	
	６ヶ月
	１　年
６ヶ月
	２　年
６ヶ月
	３　年
６ヶ月
	４　年
６ヶ月
	５　年
６ヶ月
（６年）
	６　年
６ヶ月
（７年）
	７　年
６ヶ月
（８年）
	８　年
６ヶ月
（９年）
	９　年
６ヶ月
以　上

	５日以上/週
	217日以上/年
	1999

2000

2001以降
	10日
10日
10日
	11日
11日
11日
	12日
12日
12日
	14日
14日
14日
	15日
16日
16日
	16日
17日
18日
	17日
18日
20日
	18日
19日

20日
	19日
20日

20日
	20日

20日

20日


　

年次有給休暇比例付与日数（週所定労働日数30時間未満）
	週 所 定労働日数又は１年間の所定労働日数
	　
	勤続年数

	
	
	６ヶ月
	１　年
６ヶ月
	２　年
６ヶ月
	３　年
６ヶ月
	４　年
６ヶ月
	５　年
６ヶ月
（６年）
	６　年
６ヶ月
（７年）
	７　年
６ヶ月
（８年）
	８　年
６ヶ月
（９年）
	９　年
６ヶ月
以　上

	４日/週
	169日～216日

　　　　/年
	1999

2000

2001以降
	７日
７日
７日
	８日
８日
８日
	９日
９日
９日
	10日
10日
10日
	11日
12日
12日
	12日
12日
13日
	12日
13日
15日
	13日
14日

15日
	14日
15日

15日
	15日

15日

15日

	３日/週
	121日～168日

　　　　/年
	1999

2000

2001以降
	５日
５日
５日
	６日
６日
６日
	６日
６日
６日
	７日
７日
８日
	８日
９日
９日
	９日
９日
10日
	９日
10日
11日
	10日
10日

11日
	10日
11日

11日
	11日

11日

11日

	２日/週
	73日～120日

　　　　/年
	1999

2000

2001以降
	３日
３日
３日
	４日
４日
４日
	４日
４日
４日
	５日
５日
５日
	５日
６日
６日
	６日
６日
６日
	６日
６日
７日
	６日
７日

７日
	７日
７日

７日
	７日

７日

７日

	１日/週
	48日～72日

　　　　/年
	1999

2000

2001以降
	１日
１日
１日
	２日
２日
２日
	２日
２日
２日
	２日
２日
２日
	２日
３日
３日
	３日
３日
３日
	３日
３日
３日
	３日
３日

３日
	３日
３日

３日
	３日

３日

３日


※表中の「勤続年数」欄の（　）内は、旧法適用者（1993年９月30日以前に入社した者）の勤続年数です。

※１週間の所定労働日数が４日以下（又は年間216日以下）であっても、週の所定労働時間が30時間以上の者には適用されず、一般労働者の基準で付与しなければなりません。また、毎日の契約労働時間が２時間であっても、週５日契約のパートタイム労働者には、一般労働者の基準で付与しなければなりません（この場合、付与日数は多くなりますが、保障すべきは１日＝２時間相当となります）。
⑷　当面は全道庁労連の獲得水準をめざす

臨時・非常勤等職員の賃金引き上げについては、官製ワーキングプアとの異名が取られないよう、2008年８月の人事院の指針「一般職の給与に関する法律第22条第２項の非常勤職員に対する給与について（通知）」（別記）に基づいて、積極的に改善措置を自治体使用者に対して求めていきます。具体的には全道庁労連が獲得している別記、道第１種（事務）臨時職員給料日額表を上回ることを達成目標に追求します。また、諸手当や諸休暇制度についても、別記の道の一般職非常勤職員の取り扱いを参考に改善をめざします。なお、国の場合、恒常的業務に長期にわたって従事している非常勤職員について、常勤職員との均衡を考慮し、手当等の支給を認めています。各自治体においても最低国並みの改善をはかることとします。

また、国の非常勤職員で１週間の勤務時間数が常勤職員の２分の１、６ヵ月以上勤務している場合は、健康診断およびストレスチェック制度の実施が義務づけられており、６ヵ月以上の任期が定められている者が６ヵ月以上継続勤務していない場合であっても、健康診断実施が努力義務とされていることから、健康診断の実施を求めます。さらには、その業務の遂行において就業環境が適切かどうか、ハラスメントの防止対策など、労働安全衛生活動についても常勤職員と同様の対策が必要です。

⑸　公務員の人事管理に関する報告（2018.８.10）を踏まえた要求

2018年８月10日、人事院が2018人事院報告・勧告とともに行った「公務員人事管理に関する報告」において、非常勤職員の「慶弔に係る休暇について所要の措置を講ずる」ことを明らかにしました。具体的には、現在、公務において非常勤職員に付与されていない結婚休暇を付与するとともに、６月以上の任期または６月以上継続勤務している場合に限定されている忌引きについて、要件を緩和するものです。加えて、報告事項ではありませんが、非常勤職員の待遇が常勤職員と異なる場合の説明義務や健康診断の適用拡大も検討されることになっています。2018年６月に成立した働き方改革関連法では、同一労働同一賃金の考え方から、同一企業・団体における正規雇用労働者と非正規労働者の不合理な待遇差の解消を目指しており、民間においてこの動きが加速していくことから、今後、国家公務員においても「勤務条件についての網羅的な点検作業を行い、必要な改善を速やかに行うことを求めておく」示されました。これらのことから、地方公共サービス職場における非正規労働者においても、慶弔に係る休暇について拡大を求めていきます。
⑹　人事院規則15－15（非常勤職員の勤務時間及び休暇）および同規則運用通知が改正される

　2018年12月10日付で総務省より「『人事院規則15-15（非常勤職員の勤務時間及び休暇）』の一部改正等について」事務連絡および12月７日付け（職職－251）「『人事院規則15-15（非常勤職員の勤務時間及び休暇）の運用について』の一部改正について」人事院事務総長通知が発出されました。そのなかでは、「非常勤職員の結婚休暇を新設（連続する５日の範囲内：有給）し、忌引休暇の適用範囲を任用期間に関係なくすべての非常勤職員に拡大する人事院規則の改正（これまで６月以上の任期または６月以上継続勤務している場合に限定されていた任用期間を撤廃した）が行われました。これらの改正を踏まえ、自治体においても臨時・非常勤等職員の休暇の拡充にむけた措置を行うことが求められています。国においては、2019年１月１日の施行とされていることも念頭に、各自治体における労使交渉・協議を行うこととします。
	[image: image1.emf]


⑺　社会保険・雇用保険・労災保険への加入

　　臨時・非常勤等職員については、そのほとんどが健康保険、厚生年金、雇用保険、労働災害保険の社会保険の被保険者資格を有していますが、適用もれが社会保険庁（当時）などから指摘された経過もあります。社会保険では、扶養家族としてとどまる傾向が一部に見受けられますが、労働者として自立し、自分の年金権を確立するためにも、社会保険加入を求めなければなりません。また、今まで適用もれであった場合、当然本人負担分の賃金引き上げを要求します。

2014年通知では「勤務形態に応じて厚生年金及び健康保険並びに雇用保険及び労災保険の各法に基づく適用要件に則った適切な対応がはかられるべき」とし、さらに2014年１月の厚生労働省通知を引用し「有期の雇用契約または任用が１日ないし数日の間をあけて再度行われる場合においても、雇用契約または任用の終了時にあらかじめ、事業主と被保険者との間で次の雇用契約または任用の予定が明らかであるような事実が認められるなど事実上の使用関係が中断することなく存続していると、就労の実態に照らして判断される場合には、被保険者資格を喪失させることなく取り扱う必要」があり、適切な対応に留意すべきと指摘がされています。

また、2016年10月から健康保険・厚生年金の加入対象について、週の労働時間30時間以上から週20時間以上に拡大され、加えて2017年４月からはすべての地方公共団体、一部事務組合、広域連合などが特定適用事業所となり、すべての短時間労働者に適用されたことから確実な対応を求めます。
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⑻　地方公務員法・地方自治法の一部改正と2014年７月総務省通知について

2017年５月に「地方公務員法・地方自治法の一部改正」が行われ、自治体における臨時・非常勤等職員の多くは創設された会計年度任用職員に位置づけられ、フルタイム職員には給料、通勤手当、諸手当が、短時間職員には報酬、費用弁償、期末手当が支給されることとなりました。法施行は2020年４月であり、関係する条例を整備するにあたり制度設計にむけた労使協議が必要となります。

改正法施行にむけた準備を進めながら、それまでの間にも2014年７月に発出された総務省通知「臨時・非常勤職員及び任期付職員の任用等について」を活用し現在の臨時・非常勤等職員の待遇改善にむけた取り組みを進めます。

この通知は2009年の「臨時・非常勤職員及び任期付短時間勤務職員の任用等について」を改訂したもので、①通勤費用や時間外手当についての適切な取り扱い、②空白期間と社会保険等との関係性を明記した厚生労働省通知も引用し、育児など各種休業制度の整備や業務研修の実施などについても新たに記載、③任期付職員制度の賃金に関して昇給や経験を踏まえた号給の決定を可能とするなどの内容となっています。

　　一方で、任用根拠の主旨に基づく厳格な任用を求めていることから、任用替えや当局の誤った理解による解雇なども想定されるところです。

　　任用替えが、現行の任用よりも有利にはたらくことも考えられることから、まずは各自治体における任用根拠や賃金・労働条件を十分把握したうえでの対応が必要となります。

　　交渉にあたっては自治労賃金資料№201（総務省通知「臨時・非常勤職員及び任期付職員の任用等について」の解説書～通知書に関する自治労の考え方と、労使協議にあたっての留意点～/2014年11月11日）を参照してください。

	


	○非常勤職員に対する３月、６月及び12月における給与の取り扱いについて
昭28．12．10

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　最終改正　昭44．４．３　給実甲323

給実甲83

　給与法第22条２項の適用を受ける非常勤職員のうち、相当長期にたって常勤職員とほぼ同様の勤務を行っている者の３月、６月及び12月における給与については同条同項の規定に基づき、同法第19条の３および第19条の４の規定により常勤職員に支給される期末手当および勤勉手当との均衡を考慮して取り扱ってください。

	


	○非常勤職員に対する期末・給与の取り扱いについて
昭30．５．27

34－144

非常勤職員に対する期末手当及び勤勉手当に相当する給与については、さきに昭28．12．10級実甲第38号により相当長期にわたって常勤職員とほぼ同様の勤務を行っているものは、給与法第22条２項の規定に基づき、常勤職員との均衡を考慮して取り扱われるように通知しましたが、特に勤務期間が引き続き６ヶ月以上におよぶ職員についても、予算の範囲内でできる限り、前期通知の趣旨によって取り扱われるよう配慮されたく通知します。


	

	給実甲第1064号
平成20年８月26日
人事院事務総長
一般職の職員の給与に関する法律第22条第２項の非常勤職員に対する給与について（通知）
一般職の職員の給与に関する法律（昭和25年法律第95号）第22条第２項の非常勤職員に対する給与の支給について、下記のとおり指針を定めたので、これを踏まえて給与の適正な支給に努めてください。
なお、これに伴い、給実甲第83号（非常勤職員に対する６月及び12月における給与の取扱いについて）は廃止します。
記
１　基本となる給与を、当該非常勤職員の職務と類似する職務に従事する常勤職員の属する職務の級（当該職務の級が２以上ある場合にあっては、それらのうち最下位の職務の級）の初号俸の俸給月額を基礎として、職務内容、在勤する地域及び職務経験等の要素を考慮して決定し、支給すること。
２　通勤手当に相当する給与を支給すること。
３　相当長期にわたって勤務する非常勤職員に対しては、期末手当に相当する給与を、勤務期間等を考慮の上支給するよう努めること。
４　各庁の長は、非常勤職員の給与に関し、前３項の規定の趣旨に沿った規程を整備すること。
以　上

	


⑼　交渉で勝ち取った内容は書面化・協約化すること

現在の臨時・非常勤等職員に関する労働条件についても、当時者の組織化に関わらず、すべて労使交渉で決定することとなります。決定事項については書面化・協約化しておくことが必要であり、さらには、その労働条件を自治体の制度として維持していくため、少なくとも要綱化しておくことが必要です。
連合は、不安定雇用労働者の権利侵害の最大要因として労働基準法第15条に基づく使用者との労働契約が締結されていないことにより、使用者側の一方的な労働条件改悪を許してしまうことにあると分析しています。自治体においても例外なく実施させていくよう取り組みます。
【北海道の一般職非常勤職員の賃金・諸権利等】

○任用期間・雇用条件等

　・定数内職員の４週間を超えない期間につき１週間当たりの勤務時間の３/４を超えない範囲

　・任用期間：１年以内、再任用することができる（65歳まで）

　・１日７時間45分を超えてはならない。

　・2007年４月１日以降、新規任用は行わない。

○報酬　

＜報酬額　＝　①報酬基本額　＋　②通勤費報酬額　＋　③報酬加算額＞
[image: image11.emf]①報酬基本額（毎年４月１日を基準日として算出）

[image: image12.emf][image: image13.emf]報酬基本額　＝　給料相当額　　　　　　　寒冷地手当相当額　　　扶養手当相当額

　　　　　　　　　地域手当相当額　　　＋　期末手当相当額　　＋　住居手当相当額

　　　　　　　　　特地勤務手当相当額　　　勤勉手当相当額　　　　　（2007.3.31に当該手当が支給されて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（いずれも１/12の額）　　　　いた職員に限っての経過措置）
	報酬基本額
	　　　　　　内　　　　　　　　　　　容

	給料相当額
	基礎給料月額　×　勤務時間割合

※　基礎給料月額：定数内職員と同様の方法により算出した給料月額及び給料の調整額の合計額
※　勤務時間割合：その者について定められた１週間の勤務時間を38.75で除して得た割合

	（給料の調整額）
	給料の調整額＝調整基本額×調整数

	地域手当相当額
	（基礎給料月額＋※扶養手当相当額）×支給割合×勤務時間割合
（道内は札幌市在勤者のみ　支給割合：３％）

	特地勤務手当相当額
	定数内職員の場合の手当額×勤務時間割合

	寒冷地手当相当額
（勤務時間が定数内職員の３/４の者）
	定数内職員と同様に算定した月額×５÷12

	期末手当相当額

（勤務時間が定数内職員の３/４の者）
	（給料相当額＋扶養手当相当額※ａ＋地域手当相当額＋加算割合額※ｂ）×260/100×1/12

※ａは、扶養手当相当額の経過措置対象者のみ。

[image: image14.wmf]※ｂ　加算割合額とは、基準日において、その任用が引き続き１年を超える者の内、別表に掲げる要件を満たす者に対し、給料相当額及びこれに対する地域手当相当額の合計額に当該別表の率を乗じて得た額。
加算割合額＝（給料相当額＋これに対する地域手当相当額）×5/100

または

加算割合額＝（給料相当額＋これに対する地域手当相当額）×10/100

＊別表に掲げる要件を踏まえ算出

	勤勉手当相当額
（勤務時間が定数内職員の３/４の者）
	（給料相当額＋地域手当相当額＋加算割合額※ｂ）×180/100×1/12

※ｂは期末手当相当額の説明に同じ


期末手当相当額算出にかかる別表

	適用給料表
	要　　　　　　　　　件
	率

	行政職

医療職(２)

医療職(３)
	３級相当以上の者で基準日の属する年度の４月１日において、次のいずれかの要件を満たすもの

①高校卒後の経験年数が16年以上　　　②年齢が34歳以上
	５/100

	行政職

医療職(２)

医療職(３)
	行政職給料表４級、医療職給料表(２)５級又は医療職給料表(３)４級若しくは５級の号俸であるもの
	10/100


	廃止に伴う経過措置
	内　　　　　　　　　　　容

	扶養手当相当額
	2007年３月31日（３月支給実績）から引き続く扶養親族について、同日における額上限に報酬基本額に加算（30時間未満の者は勤務時間割合を乗じた額）。

	住居手当相当額
	2007年３月31日（３月支給実績）から引き続き要件を満たす場合に、前年度の額を上限に報酬基本額に加算（30時間未満の者は勤務時間割合を乗じた額）。


②通勤費報酬額～支給単位期間につき、定数内職員に対する通勤手当と同様の方法で算出した額を支給

	手　　当　　名
	内　　　　　　　　　　　容

	通勤費報酬額
	交通機関利用者：定数内職員と同様。

※その他の勤務形態（隔日勤務等）の職員～定数内職員（交代制勤務者等）と同様。

自動車等使用者：定数内職員と同様。

※その他の勤務形態（隔日勤務等）の職員～定数内職員（交代制勤務者等）と同様の方法により算出した額に、平均１カ月当たりの通勤所要回数（21回上限）を21で除して得た数を乗じた額。


③報酬加算額～実績がある月分を算定し翌月に支給

	加　　算　　名
	内　　　　　　　　　　　容
	備　　　考

	時間外勤務及び休日勤務等に対する加算

（勤務１時間につき、１時間当たりの報酬加算額に右の区分に応じた支給割合を乗じて得た額）
	(ｱ) その者について定められた勤務時間外に勤務することを命ぜられた場合

ａ　勤務日（休日等を除く）における時間外勤務100/100（7時間45分を超える部分は125/100）｝
ｂ　勤務日以外の日の勤務　135/100

（定数内職員の正規の勤務日に相当する日にあってはaと同じ割合）

ｃ　上記の勤務が22時以降翌日５時までの場合は、上記の割合に25/100を加算

(ｲ) 週休日の振替等で当初割り振られた１週間の勤務時間を超えて勤務することを命ぜられ、１週間の勤務時間が38時間45分を超えることとなった場合（休日等のある週の扱いにあっては、別途定めあり。）25/100
(ｳ) 祝日法による休日等及び年末年始の休日等において、正規の勤務時間中に勤務することを命じられた場合135/100

(ｴ) 正規の勤務時間として、午後10時から翌日の午前５時までの間に勤務した場合25/100
	(注)１時間当たりの報酬加算額～給料相当額（地域手当相当額、特地勤務手当相当額又は特殊勤務加算額を受ける者は、各額を加算した額）に12を乗じ、その額を1週間当たりの勤務時間に52を乗じたものから７時間45分に勤務時間割合を乗じて得た時間にその者の任用の日に属す
る年度の４月１日から翌年３月31日までの間における給与条例に規定する祝日法による休日(土曜日に当たる日を除く)及び年末年始の休日（日曜日又は土曜日に当たる日は除く）の日数の合計を乗じて得た時間を減じたもので除して得た額。

	特殊な勤務に対する加算
	勤務の特殊性に応じて、定数内職員に対する特殊勤務手当の額に相当する額。
	


○休暇制度

■定数内職員と一般職非常勤職員との休暇制度の比較
	
	定数内職員
	一般職非常勤職員

	＜年次有給休暇＞

	年次有給休暇
	暦年20日

（前年に残日数があれば当該残日数を加算した日数（20日を限度））

ただし、２月以降の新規採用者については、採用月に応じ２日～18日の範囲で別に定められている。

	有給
	　
29時間未満

29時間以上
初年度

10日

10日

次年度

11日

15日

３年度

12日

20日
４年度

以　上

１日／年度加

算で20日まで

20日
（翌年度の繰り越しを認める）

ただし、年度途中の新規採用者については、採用月に応じ２日～10日の範囲で別に定められている。
	有給

	＜特別休暇＞

	夏季休暇
	夏季（７月から９月までの間）において３日以内（分割取得可能）
	有

給
	定数内職員と同様
	有

給

	リフレッシュ休暇
	・勤続30年表彰を受けた日の翌日からの１年間で３日間以内

・勤続20年に達した日の翌日からの１年間で２日間以内

（分割取得可能）
	
	・在職年数が30年に達した日の翌年度に３日間以内

・勤続20年に達した日の翌日からの１年間で２日間以内

（分割取得可能）
	

	忌引休暇
	死亡した者の続柄に応じ、１日から７日
	
	定数内職員と同様
	

	法要祭日休暇
	職員が父母（配偶者の父母含まず）の追悼のため特別な行事のため勤務しない場合、１日以内
	
	定数内職員と同様
	

	結婚休暇
	連続する５日以内（週休日等含む）
	
	連続する４日以内
	

	配偶者出産休暇
	３日以内（時間単位・分割取得可能）
	
	２日以内（時間単位・分割取得可能）
	

	妊娠障害休暇
	つわり等の障害により、勤務が困難な場

合　14日以内（分割取得可能）
	
	つわり等の障害により、勤務が困難な場合
７日間以内（分割取得可能）
	


産後　８週間

	
	
	定数内職員と同様


	
	

	育児参加休暇
	職員の配偶者が出産する場合で、職員がその出産予定日の前日から起算して８週間（多胎妊娠の場合は14週間）前の日から出産の日後８週間を経過する日までの間において、当該出産に係る子又は小学校就学の始期に達するまでの子を養育する（授乳・付き添い・保育園への送迎等）

５日間以内（１日又は１時間単位で分割

して取得可能）
	
	定数内職員と同様


	


生後２年に達しない子を育てる場合、１日２回合わせて90分（30分単位）

	
	

	生理休暇
	１回３日以内（分割取得可能）
	
	定数内職員と同様
	

	ボランティア休暇
	１暦年に５日以内（分割取得可能）。
	
	定数内職員と同様
	

	住居滅失休暇
	災害により住居滅失、破壊の場合、７日以内
	
	定数内職員と同様
	

	災害事故休暇
	災害、交通機関の事故等で通勤不能の場合及び伝染病予防法による交通制限等で通勤不能の場合、必要期間。
	
	定数内職員と同様
	

	官公署出頭休暇
	職員が裁判員、証人、鑑定人、参考人としての国会、議会、官公署に出頭する場合、必要期間。
	
	定数内職員と同様
	

	公民権行使休暇
	選挙権その他公民権を行使する場合、必要と認められる期間。
	有

給
	定数内職員と同様
	有

給

	災害時退勤休暇
	災害時の退勤途上の危険回避の場合、必要期間。
	
	定数内職員と同様


	

	骨髄移植等休暇
	骨髄又は末梢血幹細胞移植のためのバンク登録、提供に係る一連の手続を行う場合、必要期間
	
	定数内職員と同様


	

	子の看護休暇
	①中学校就学の終期に達するまでの子を養育する職員が、その子の看護をする場合、１年に子が１人の場合は５日、子が２人の場合は10日、子が３人以上の場合は15日
②子に全ての予防接種や健康診断を受けさせる場合も取得可能

③ただし、その子が中学就学の始期に達している場合は、医師の指示がある時に限る
	
	定数内職員と同様


	

	短期介護休暇
	負傷、疾病又は老齢により２週間以上にわたり日常生活を営むのに支障がある配偶者、父母、子、配偶者の父母等の世話をする場合　１年に５日以内（要介護者が２人以上の場合には10日）
	
	定数内職員と同様
	


	＜病気休暇＞

	病気休暇
	・１回の病気休暇の上限期間は、生理による場合、公務災害等の場合、勤務の軽減措置を受けている場合[人工透析による病気休暇を含む]の休暇の期間を除き、連続する90日。

・連続する８日以上の期間の病気休暇を使用した職員が、その病気休暇期間の末日から、実勤務日が20日に達するまでの間に、再び病気休暇を使用したときは、前後の病気休暇の期間は連続しているものとみなされる。
・病気休暇の「疾病」には、予防接種による著しい発熱、不妊治療のための検査及び処置等が、「療養」には、負傷又は疾病が治った後の社会復帰のためのリハビリテーション等が含まれる。
	有

給
	・公務上のもの　必要な期間

（付与単位は日又は時間）

・１年度につき50日（週休日等除く）

（ただし、週29時間未満勤務者については40日）
	有

給

	＜介護休暇＞


　介護を必要とする一の継続する状態ごとに所属長が職員の申し出に基づき指定する期間内において必要と認められる期間。通算して６月を超えない範囲内で、３回まで指定可能。


　介護を必要とする一の継続する状態ごとに所属長が職員の申し出に基づき指定する期間内において必要と認められる期間。通算して93日を超えない範囲内で、３回まで指定可能。

	
	無

給

	介護時間

	①介護の対象者

　介護休暇と同様

②介護時間の期間

　介護を必要とする一の継続する状態ごとに連続する３年の期間内において１日の勤務時間の一部を勤務しないことが相当である場合。３年の期間内において１日につき２時間を超えない範囲内。
	
	定数内職員と同様

ただし、１日につき認められた勤務時間から５時間45分を減じた時間が２時間を下回る場合は、減じた時間を超えない範囲内で必要と認められる期間。
	

	＜家族の看護や介護を行うためやむを得ず欠勤する場合＞

	家族の看護や介護を行うためやむを得ず欠勤する場合
	個別の事情による。

※家族介護のための欠勤については2013年３月15日に廃止されたが、その後もこれまでと同様の取扱いとすることを確認している
	無

給
	定数内職員と同様
	無

給

	＜職務専念義務免除＞

	職務専念義務免除
　
	・研修を受ける場合

・厚生計画への参加の場合

・国等からの委嘱による講演等の場合

・職務上の目的での講習会等への参加

・職務上必要な競争試験等の受験
	有

給
	・研修を受ける場合

・厚生計画への参加の場合

・国等からの委嘱による講演等の場合

・職務上の目的での講習会等への参加

・職務上必要な競争試験等の受験
	有

給

	
	・妊娠中及び出産１年以内の保健指導、健康診査を受ける場合

・妊娠中の通勤緩和

・妊娠中の業務が母体等に影響があり休憩等をする場合
	
	・妊娠中及び出産１年以内の保健指導、健康診査を受ける場合

・妊娠中の通勤緩和

・妊娠中の業務が母体等に影響があり休憩等をする場合（無給）
	

	
	・道の特別職として事務を行う場合

・兼職として国家公務員の職に従事

・地位を兼ねる団体等の役職員の事務に従事
	
	
	無

給

	
	・職員が小学校就学の始期に達するまでの子に予防接種法に定める予防接種（種痘の検診及びツベルクリン反応検査を含む。）を受けさせる場合（「子の看護休暇」を全て取得した場合に限り申請できる。「子の看護休暇」へ制度を統合したことに対する、当分の間の経過的な取扱い）。等
	
	制度なし
	―

	冬季職免
	１月１日から３月31日の期間内に２日（１日単位、分割取得可能）
	
	定数内職員と同様
	有

給

	＜育児休業＞
	
	
	
	

	育児休業

	　子が３歳に達する日(満３歳の誕生日の前日)までの継続した期間。同一の子については１回(特別の事情がある場合を除く)。配偶者が育児休業中や専業主婦（夫）の場合でも育児休業を取得することが可能（育児休業、育児短時間勤務、部分休業）。また、夫婦が交互に育児休業をしたかどうかにかかわらず、職員が育児休業等計画書を提出して最初の育児休業を取得後３月以上経過した場合は、再度の育児休業を取得できる。

　特別の事情がある場合を除き、１回に限り期間を延長できる（再度手続きが必要）。
	無

給

	①　②及び③以外の場合は、子が１歳に達する日 
②　配偶者が子の１歳到達日以前に育児休業をしている場合は、子が１歳２か月に達する日（最長１年間）　※１

③　１歳から１歳６か月に達するまでの子を養育するため、次のいずれにも該当する非常勤職員が１歳到達日の翌日から育児休業をしようとする場合は、子が１歳６か月に達する日※２

・非常勤職員又は配偶者が子の１歳到達日において育児休業をしている場合

・子の１歳到達日後に育児休業をすることが特に必要と認められる場合として人事委員会規則で定める場合※３

※１　育児休業の期間の初日とされた日が子の１歳到達日の翌日である場合又は配偶者がしている育児休業の期間の初日前である場合を除く。

※２　人事委員会規則で定める場合にあっては、人事委員会が定める日。

※３　保育所における保育の実施を希望し、申し込みを行っているが子の１歳到達日後の期間について、当面その実施が行われない場合

　 など。

・特別な事情（※４）がある場合を除き、同一の

子については１回
	無

給


	
	
	
	・特別の事情がある場合を除き、１回に限り期間

を延長できる（再度手続きが必要）。

※４　「育児休業が取り消された後、当該取り消し事由がなくなった場合など」、「１歳から１歳６か月までの育児休業を取得しようとする場合」、「任期の末日まで育児休業を取得している職員で、任期の更新等に伴い、引き続き育児休業を取得しようとする場合」
	

	部分休業
	小学校就学前の子を養育する場合、１日２時間以内（利用単位は30分）。勤務時間の始めもしくは終了前に取得できる。また、配偶者が育児休業中や専業主婦（夫）の場合でも部分休業を取得することができる。

※育児休暇を取得している場合は２時間から育児休暇の時間を減じた時間。

※部分休業の前後に引き続いて他の休暇は取得できないので部分休業を取消する必要がある。
	時

間

単

位

で

減

額
	３歳未満の子を養育する場合、１日の勤務時間から５時間45分を減じた時間の範囲内で最長２時間（利用単位は30分）。勤務時間の始めもしくは終了前に取得できる。また、配偶者が育児休業中や専業主婦（夫）の場合でも部分休業を取得することができる。

※育児休暇を取得している場合は、１日の勤務時間から５時間45分に育児休暇の時間を加えた時間を減じた時間の範囲内。

※部分休業の前後に引き続いて他の休暇は取得できないので部分休業を取消する必要がある。
	時

間

単

位

で

減

額


※「育児休業」を取得することができる非常勤職員

①　一般職の任期付職員の採用等に関する条例第４条第３項の規定により採用された短時間勤務職員（修学部分休業中等の職員の代替職員）。
②　任命権者を同じくする職（以下「特定職」という。）に引き続き在職した期間が１年以上である非常勤職員
③　子が１歳６か月になるまでの間に、その任期（更新される場合にあっては変更後のもの）が満了すること及び特定職に引き続き採用されないことが明らかでないもの
④　勤務日の日数を考慮して人事委員会規則で定める非常勤職員（１週間の勤務日が３日以上又は１年間の勤務日が121日以上である非常勤職員）。
　⑤　１歳から１歳６か月に達するまでの子を養育するため、次のいずれにも該当し、１歳到達日の翌日から育児休業をしようとする非常勤職員。
(1) 非常勤職員本人が子の１歳到達日に育児休業をしている場合。
(2) 子の１歳到達日後に育児休業をすることが特に必要と認められる場合として人事委員会規則で定める場合

⑥　任期の末日まで育児休業をしている非常勤職員で、任期の更新又は採用に伴い、引き続き育児休業をしようとするもの

※「(育児)部分休業」を取得することができる非常勤職員

①　特定職に引き続き在職した期間が１年以上である非常勤職員
②　勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して人事委員会規則で定める非常勤職員（１週間の勤務日が３日以上又は１年間の勤務日が121日以上であり、かつ、１日の勤務時間が６時間15分以上である非常勤職員）
【北海道の臨時職員の賃金・諸権利等】

○賃金関係

	　　職員区分

給与の種類
	第１種臨時職員
	第２種臨時職員
	第３種臨時職員

	
	
	技能労務職員
	一般事務、技術職員及び技能労務職員

	給料
	　日額
	
　第１種に同じ


	　第１種に同じ

	地域手当
	
	
	

	扶養手当
	定数内職員と同様の方法で月額を算出し21で除した額
	
	支給しない

	通勤手当
	定数内職員と同様の方法で手当額を算定（支給単位期間を１カ月として算定）し21で除した額
	
	
　第１種に同じ

	時間外勤務手当

夜間勤務手当
	定数内職員と同様の方法で算定した額
	
	

	その他の給与
	一切支給しない
	
	


（2019年度　北海道　すべて日額）
	区分
	内　　　　　　　　　　　容

	第１種、第２種、第３種臨時職員
	【給料】6,861円（行政職給料表１－１　144,100円／21日

（10円未満切り捨て））　※学歴等に関わらず

【地域手当】（道内支給は札幌市在勤者のみ）203円


※第１種－一般事務・技術職員で２カ月以上６カ月以内（育児休業の請求に係る期間を任期の限度として行う臨時的任用の場合にあっては１年以内）の期間を定めて採用されるもので、事情によっては６カ月以内（育児休業の請求に係る期間を任期の限度として行う臨時的任用の場合にあっては、当初の任用から１年を超えない期間）に限定して一回だけの更新が認められる。

　第２種－現業の職員。採用期間と更新は第１種と同じ。

　第３種－一般事務・技術職員・現業職員すべて。採用期間が２カ月以内に限定され、更新は一切認められていない。同一人を道の臨時職員として任用できる期間は24カ月が限度（ただし、再度任用する場合は、先の任用期間終了後、１カ月の経過期間が必要）。

　給与の特例　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2018年度　北海道　すべて日額）
	対象部局
	対象職種及び額

	■総務部職員厚生課
	看護師：8,990円

	■道立施設、総合振興局等の保健環境部
	助産師：11,200円　看護師：10,720円　准看護師：9,040円、薬剤師：10,000円
栄養士：8, 640円

診療放射線技師、臨床検査技師、言語聴覚士、作業療法士、

理学療法士、視能訓練士：9,440円

	■総合振興局等の保健環境部、精神保健福祉センター
	保健師：11,200円

	■総合振興局等の保健環境部

　食肉衛生検査所、家畜保健衛生所
	獣医師：12,850円

	■総合振興局等の保健環境部
	狂犬病予防技術員：8,610円


　※札幌市の部局については、給料日額のほか、地域手当３％を支給。

　※助産師、看護師及び准看護師については、給料日額のほか、特例として特殊勤務手当（夜間看護業務手当、休日勤務手当）を支給。

○権利関係

・有給休暇
	勤務期間
	付与日数

	２カ月間連続勤務
	３日

	６カ月間連続勤務
	通算10日


· 各勤務期間において、「全労働日」の８割以上勤務をした場合に付与。

· １日の勤務時間が７時間45分未満の場合の休暇１日は、その者の１日の勤務時間をもって１日とする。

・無給の休暇

　　生理休暇（必要期間）、育児をする場合（１日２回各30分）、

職員の分娩（予定日前８週間目から分娩後８週目までの期間内）

・給与の減額がされない場合

　＊選挙権その他公民としての権利を行使し義務を履行する場合（必要期間）

　＊公務上の負傷、疾病の場合（必要期間）

　＊災害その他の事由により交通が遮断された場合（必要期間）

　＊在勤庁の業務の全部又は一部の停止（必要期間）
臨時・非常勤・嘱託・パート等職員の任用根拠
地方公務員法第３条３項３号による特別職非常勤職員、第17条による一般職非常勤職員、第22条による臨時的任用職員に大別され、新たに制定された「地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（2002年５月公布）」による任用もある。
	

	地方公務員法第３条（一般職に属する地方公務員及び特別職に属する地方公務員）

　地方公務員（地方公共団体及び特定地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第２条第２項に規定する特定地方独立行政法人をいう。以下同じ。）のすべての公務員をいう。以下同じ。）の職は、一般職と特別職とに分ける。
２　一般職は、特別職に属する職以外の一切の職とする。

３　特別職は、次に掲げる職とする。
1．就任について公選又は地方公共団体の議会の選挙、議決若しくは同意によることを必要とする職
1の2．地方開発事業団の理事長、理事及び監事の職
1の3．地方公営企業の管理者及び企業団の企業長の職
2．法令又は条例、地方公共団体の規則若しくは地方公共団体の機関の定める規程により設けられた委員及び委員会（審議会その他これに準ずるものを含む。）の構成員の職で臨時又は非常勤のもの
2の2．都道府県労働委員会の委員の職で常勤のもの
3．臨時又は非常勤の顧問、参与、調査員、嘱託員及びこれらの者に準ずる者の職
4．地方公共団体の長、議会の議長その他地方公共団体の機関の長の秘書の職で条例で指定するもの

	5．非常勤の消防団員及び水防団員の職
6．特定地方独立行政法人の役員

	地方公務員法第17条（任命の方法）
職員の職に欠員を生じた場合においては、任命権者は、採用、昇任、降任又は転任のいずれか一の方法により、職員を任命することができる。
２　人事委員会（競争試験等を行う公平委員会を含む。以下この条から第19条まで、第21条及び第22条において同じ。）を置く地方公共団体においては、人事委員会は、前項の任命の方法のうちのいずれによるべきかについての一般的基準を定めることができる。
３　人事委員会を置く地方公共団体においては、職員の採用及び昇任は、競争試験によるものとする。但し、人事委員会の定める職について人事委員会の承認があつた場合は、選考によることを妨げない。
４　人事委員会を置かない地方公共団体においては、職員の採用及び昇任は、競争試験又は選考によるものとする。
５　人事委員会（人事委員会を置かない地方公共団体においては、任命権者とする。以下第18条、第19条及び第22条第１項において同じ。）は、正式任用になつてある職についていた職員が、職制若しくは定数の改廃又は予算の減少に基く廃職又は過員によりその職を離れた後において、再びその職に復する場合における資格要件、任用手続及び任用の際における身分に関し必要な事項を定めることができる。

	地方公務員法第22条（条件附採用及び臨時的任用）
臨時的任用又は非常勤職員の任用の場合を除き、職員の採用は、すべて条件附のものとし、その職員がその職において６月を勤務し、その間その職務を良好な成績で遂行したときに正式採用になるものとする。この場合において、人事委員会は、条件附採用の期間を１年に至るまで延長することができる。
２　人事委員会を置く地方公共団体においては、任命権者は、人事委員会規則で定めるところにより、緊急の場合、臨時の職に関する場合又は任用候補者名簿がない場合においては、人事委員会の承認を得て、６月をこえない期間で臨時的任用を行うことができる。この場合において、その任用は、人事委員会の承認を得て、６月をこえない期間で更新することができるが、再度更新することはできない。
３　前項の場合において、人事委員会は、臨時的任用につき、任用される者の資格要件を定めることができる。
４　人事委員会は、前２項の規定に違反する臨時的任用を取り消すことができる。
５　人事委員会を置かない地方公共団体においては、任命権者は、緊急の場合又は臨時の職に関する場合においては、６月をこえない期間で臨時的任用を行うことができる。この場合において、任命権者は、その任用を６月をこえない期間で更新することができるが、再度更新することはできない。
６　臨時的任用は、正式任用に際して、いかなる優先権をも与えるものではない。
７　前５項に定めるものの外、臨時的に任用された者に対しては、この法律を適用する。

	


〔要　求〕
	２－⑵　地域医療・福祉提供体制の確立
＜地域医療関係＞

①　地域の医療機関を確保し、医療過疎をつくらないこと。＜全単組共通＞

②　地域医療・在宅医療充実のための医師、看護師をはじめとする医療従事者確保にむけ、職場の勤務環境を改善するとともに、時間外労働を縮減し、業務量に応じた人員配置を行うこと。

＜公立病院・診療所のある単組＞

③　在宅医療を充実させるため、医療従事者の研修受講の環境を整えること。＜公立病院・診療所のある単組＞

④　新公立病院改革プランの実施にむけて、議会議論やマスコミ報道が先行することのないよう労働組合に事前協議すること。＜公立病院のある単組＞


〔解　説〕
⑴　地域医療構想の策定により二次医療圏における「めざす病床数」が決められ、地域医療調整会議で地域ごとの病床数や医療機能のあり方などの議論が進められます。

　　このため病院統合や廃止の可能性も課題となり、地域から病院が無くなることのないように取り組みが求められます。

⑵　地域包括ケアシステムを構築するためには、在宅医療の充実が求められます。しかし、現状は多くの病院や診療所では医師や看護師をはじめとした医療スタッフが欠員となっており、その補充が急務となっています。また、在宅医療の充実には、看護師だけでなく、今後、重要な役割を担う、薬剤師やリハビリスタッフの技術力の向上や患者への対応など多くの研修が必要となります。
⑶　2018年10月26日に地域医療構想に関するワーキンググループが開催され、地域医療構想の進捗状況（2018年９月末、厚労省調べ）が公表されました。全国で見ると、新公立病院改革プラン対象病院は、病床数に換算して56％が議論継続中、公的医療機関等２０２５プラン対象病院では同じく44％が議論継続中となっており、岐阜・兵庫・福岡・鹿児島などでは公立病院の経営形態変更や公立・公的・国立病院の再編・統合、指定管理者制度の導入などが進んでいます。
一方、北海道ではすべての公立・公的病院で議論継続中であり、議論が大幅に遅れていますが、各公立病院で策定された新プランに基づかない、地方独立行政法人化や診療所化の動きも出ているほか、今後の調整会議の中で急速的に議論が進み、具体的な動きが出ることが想定されます。

地域医療を安定して提供することを最優先に考え、財政や採算性だけで安易に議論を進めさせない取り組みが必要となります。
〔要　求〕
	

	２－⑵　
＜福祉関係＞

①　保育と教育の質を確保するため、少なくとも国が示している最低基準を上回る人員配置等を確保すること。とくに予算が確保されている３歳児の職員配置を20：１から15：１に改善すること（公立施設については交付税措置済）。また、民間施設の３歳児配置基準改善については、公定価格で加算対象となることから、未実施の施設に対して配置基準を改善するよう指導すること。

	


〔解　説〕
2015年４月から子ども・子育て支援新制度が本格実施され、保育士の量的拡充と質の改善を行うために、消費税引き上げによる税収増を活用し、３歳児を担当する保育士の配置基準について子ども20人に保育士１人であったものを子ども15人に保育士１人へと改善がされています。2017年８月１日現在の道本部調査では15：１に改善されている施設は67％と、この間の取り組みの成果もあり改善が進んでいる状況ですが、未報告単組も多くあり、潜在的に20：１のままの配置となっている施設も多くあることが想定されます。改めて公立の場合は配置の有無に関係なく地方交付税措置がされていることを当局に訴え、改善につながる取り組みが求められます。

一方で、賃金・労働条件改善がされないことによる人員確保の課題や建物の規模の問題もあり、改善が進んでいない実態も報告されていることから、あわせて求めていく必要があります。

なお、民間保育所においては、改善後３歳児に配置改善加算を申請することとなっていることから、地方公共団体として改善にむけた指導等の対応を求めます。
	

	参考１）国の配置基準　０歳児３:１、１～２歳児６:１、３歳児20:１、４～５歳児30:１

参考２）2016年３月23日の参議院総務委員会での江崎孝参議院議員（自治労組織内）の質疑（抜粋）

●江崎議員

　子ども・子育て支援新制度の質の改善として、保育所職員の３歳児の配置を20：１から15：１に改善できるよう財政支援措置が行われるようになっていますが、公立保育所の職員配置改善のために交付税措置されている費用が十分に配置改善されていないことから、一般財源で措置されている費用を確実に反映するよう自治体へ周知徹底すること。

●総務省地方財政局長

　交付税算定に認定されている児童一人あたりの単価に改善分が含まれており、引き続き、地方公共団体によく周知していく。

	


〔要　求〕
	２－⑵　
＜福祉関係＞

②　公立保育所の処遇改善分については、地方交付税で措置されていることから、主に臨時・非常勤等保育士の処遇改善と人材確保をはかること。また、幼稚園・認定こども園等の臨時・非常勤等職員についても、人材を確保するために賃金を改善すること。

③　退職した保育士の後任を正規職員で確保すること。また、障害児等、特別の支援や配慮が必要な子どもへの保育・教育を充実するための人員配置とすること。


〔解　説〕
⑴　公立・民間を問わず、多くの保育所では保育士不足が大きな問題となっており、保育士不足を解消するためには、保育士の処遇改善が重要となります。

⑵　臨時・非常勤等職員の割合が保育では４割以上（全国保育協議会調査）、学童でも７割以上（自治労児童館・放課後児童クラブ（学童保育）実態調査）となっています。正規職員と臨時・非常勤等職員の処遇の格差も顕在しており、保育労働者の確保と労働条件の維持改善にとっても危機的状況です。
⑶　まずは、「新しい経済政策パッケージ」で示された2019年４月からの１％処遇改善も含めた処遇改善原資が地方交付税措置されていることを当局に認識させたうえで、具体的に保育士の処遇改善につなげるよう取り組みます。
中長期的には、等級別資格基準表の見直しを行い、より上位の級に昇格させる取り組み、短期的には改正地方公務員法・地方自治法による2020年の会計年度任用職員への移行の取り組みとあわせて臨時・非常勤等職員の正規職員化や賃金などの処遇改善にむけ、離職防止と人材確保の観点からも早急な取り組みが必要です。
	

	参考１）2017年３月７日衆議院総務委員会での近藤昭一議員（民進党、現在は立憲民主党）の質疑（抜粋）

●近藤議員

　2016年６月に閣議決定をされたニッポン一億総活躍プラン等を踏まえて、2017年度から保育園等に勤務する全ての職員に対して２％、月額でいうと６千円程度でありますけれども、処遇改善を行う、こういうふうに聞いております。

　さらに、技能、経験を積んだ保育士等に対する処遇改善については、園長および主任保育士を除く職員全体のおおむね三分の一を対象に、都道府県等が実施する研修を経た中堅職員、だいたい７年以上の経験年数だということでありますけれども、に対して月額四万円の処遇改善、また、園長および主任保育士を除く職員全体のおおむね五分の一を対象に、都道府県等が実施する研修を経た職員、経験年数でいうとおおむね三年以上、に対して月額五千円の処遇改善と言ったことを実施するとしています。

　この処遇改善加算について、公立保育所の保育士についてはどうなるのか。地方交付税において措置されることとなっているのか。また、盛り込まれるということであれば、２％、月額六千円程度のみであるのか、民間と同様、さらに中堅職員等の今申し上げました条件、勤務何年以上を目安として経験を積んだ、そうしたところの部分も交付税算定の対象になるのか、お聞かせをいただきたいと思います。

●富樫大臣政務官

　公立保育所の給与費を含む運営費は三位一体改革による税源移譲にあわせて、国庫負担金が一般財源化され、全額が地方負担となったことから、従来の国庫負担分も含めた地方負担の全額について、これまで適切に地方交付税措置を講じてきております。

　具体的には、地方交付税の算定上、公立保育所と私立保育所とを分けて、公立保育所については国庫負担金が一般財源化された分を上乗せして、実質的に私立保育所と同等の財政措置となるよう、在籍児童１人当たりの単価を設定、算定しております。

　平成29年においては、私立保育所について、２％処遇改善及びキャリアアップの仕組みの構築による追加的な処遇改善を反映して単価を拡充することとしており、公立保育所についても、私立保育所と同様の考え方で単価を拡充することとしておるところであります。

　なお、具体的な処遇については、それぞれの地方団体において、地域の実情等を踏まえて適切に判断されるものと認識しております。

●近藤議員

　ありがとうございます。

　そうすると、今質問させていただいた分については、実質的にきちっと処遇されるように交付税算定の対象として上乗せをしていく、こういうことでよろしいですか。端的に。よろしいですか。ありがとうございます。

	


	

	参考２）2017年11月24日衆議院厚生労働委員会での尾辻かな子議員（立憲民主党）の質疑

○尾辻委員

　それでは次、保育の質の向上ですけれども、子ども・子育て新制度がスタートした際に、質の向上策ということで恒久財源〇・三兆円を確保して実施予定だったものが、まだ実施されていないものがあります。三歳児はできていますけれども、一歳児の職員配置基準を六対一から五対一にするといったことや、四、五歳児の職員配置基準を三十対一から二十五対一ということはいまだ実施をされておりません。

　保育の質の確保のためにも、この達成はいつごろになるのか、見通しをお聞かせいただければと思います。

○加藤国務大臣

　当初、子育てに関して、充実として一兆円、そして、そのうち〇・七兆円を消費税の引き上げ分で充たり、残念ながら、〇・三兆円について財源の見通しがないまま今日まで来ているところでございます。その中で一部やっているものもあるわけでありますけれども、それらについても、我々、引き続き必要な財源を確保して取り組めるように努力をしていきたいというふうに思っております。

　ただ、今申し上げた、質を上げなきゃいけない、当然でありますけれども、並行して、先ほど御議論いただいているように待機児童の解消ということもございます。その辺もよく見ながら、しかし、最終的には質の向上も図っていけるように努力をしていきたいと思っております。

○尾辻委員

　質の改善は非常に大事だと思っております。特に、これは達成するというもともと予定にあったものですから、しっかりやっていただきたいと思います。私たちは、質の改善、そして保育士さんたちの待遇改善、これがなくしては保育の充実はないと考えておりますので、これは通常国会でも引き続きお聞きをしたいと思っております。

	


　
	

	参考３）保育士等（民間）のキャリアアップの仕組み・処遇改善のイメージ（厚労省資料）




	


　
	参考４）保育士等の処遇改善の推移（厚労省資料）





※31(2019)年度からはさらに１％分の処遇改善がされる。

⑷　近年、自閉症スペクトラムなどの発達障害と診断されたり、診断名がついていなくても、言葉のかけ方や集団行動などで特別な支援や配慮が必要な子どもが増えています。保育士が子どもの状態に応じて適切な対応ができるよう職員の加配を含めた人員配置が求められています。
〔要　求〕
	２－⑵　
＜福祉関係＞

④　放課後児童クラブ（学童保育）の受け皿を整備するため、放課後児童支援員の処遇改善を通じて人材確保を行うこと。


〔解　説〕
⑴　「子ども・子育て支援新制度」において放課後児童クラブ職員の重要性から、2014年４月30日の厚生労働省令「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準概要(児童福祉法34条)～市区町村が実施する放課後児童クラブ（学童保育）を実施するための認可基準～」で、職員配置定数・資格が義務づけされました。これを受け各自治体は放課後児童クラブ（学童保育）に関する基準を条例化していますが、「職員の資格、員数」については「従うべき基準」としていますが、それ以外は参酌基準となっており、運営状況や雇用状況はさまざまです。また、地方分権に関する提案募集に2017年からの継続案件として、この「従うべき基準」の廃止または参酌基準化が、全国知事会、全国市長会、全国町村会の地方３団体から要望されており、国はこの提案を了承する予定です。廃止または参酌基準化することで、放課後児童クラブの質の低下と事故等のリスク増加を招き、人材確保にも影響が生じる恐れがあり、目の前の人材不足を解消するための安易な規制緩和は許されない姿勢で連合・自治労本部、さらには組織内議員等をつうじた政府・国会対策が必要です。

⑵　2015年に自治労が実施した調査では、非正規職員の占める割合が学童保育では80％近くに達しており、「子ども・子育て支援新制度」本格実施後も、放課後児童クラブ運営は非正規職員により支えられているのが実態です。また、同調査で非正規雇用労働者の賃金については、年収でみると200万円未満が放課後児童クラブ（学童保育）では全体の約70％と生活するための十分な賃金を得られていない実態が明らかになりました。また、多くの自治体が、職員の募集に関するアンケートに「募集しても人が集まらない」「良い人材が集まらない」「職員が定着しない」「仕事量に対して職員数が不十分」等と、放課後児童クラブ（学童保育）に従事する職員の不足状況を不安視する声が多く出されています。

⑶　2017年度から放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事業が新設されました。道内でも５自治体（札幌市・旭川市・苫小牧市・名寄市・八雲町）でこの事業による補助を受け、改善がはかられています（2018年度「道政への要求と提言」での回答）。不安定で低賃金な待遇にもかかわらず、対人サービスとしての高いスキルを要求され、重い責任を負わなければならない職場実態にあり、さらに受入れ対象が高学年まで拡大されたため、児童数は増加の一途をたどっていることから抜本的な賃金・労働条件の改善を求める取り組みが必要です。
　　また、「子ども・子育て支援整備交付金」による放課後児童クラブ施設の整備についても2017年度から道内９ヵ所で行われており、これらも活用しながら質と量の充実にむけた取り組みが重要となります。
	参考１）放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事業（厚労省資料）


[image: image2]
　


　
　
	参考２）子ども・子育て支援整備交付金交付要綱（内閣府資料）抜粋
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	参考３）市区町村が実施する放課後児童クラブ（学童保育）を実施するための認可基準（抜粋）

６．職員

⑴　事業者は、事業所ごとに、放課後児童支援員を置かなければならない。

⑵　放課後児童支援員の数は、支援の単位ごとに２人以上とする。ただし、その１人を除き、補助員（放課後児童支援員が行う支援について放課後児童支援員を補助する者）をもってこれに代えることができる。

⑶　放課後児童支援員は、次の各号のいずれかの該当者であって、都道府県知事が行う研修を修了しなければならない。

①　保育士の資格を有する者

②　社会福祉士の資格を有する者

③　学校教育法（昭和22年法律第26号）の規定による高等学校（旧中等学校令（昭和18年勅令第36号）による中等学校を含む。）若しくは中等教育学校を卒業した者、同法第90条第２項の規定により大学への入学を認められた者若しくは通常の課程による12年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程によりこれに相当する学校教育を修了した者を含む。）又は文部科学大臣がこれと同等以上の資格を有すると認定した者（第九号において「高等学校卒業者等」という。）であって、2年以上児童福祉事業に従事したもの

④　学校教育法の規定により、幼稚園、小学校、中学校、高等学校又は中等教育学校の教諭となる資格を有する者

⑤　学校教育法の規定による大学（旧大学令（大正７年勅令第388号）による大学を含む。）において、社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術学若しくは体育学を専修する学科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者

　⑥　学校教育法の規定による大学において、社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術学若しくは体育学を専修する学科又はこれらに相当する課程において優秀な成績で単位を修得したことにより、同法第102条第２項の規定により大学院への入学が認められた者

⑦　学校教育法の規定による大学院において、社会福祉学、心理学、教育　学、社会学、芸術学若しくは体育学を専攻する研究科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者

⑧　外国の大学において、社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術学若しくは体育学を専修する学科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者

⑨　高等学校卒業者等であり、かつ、２年以上放課後児童健全育成事業に類似する事業に従事した者であって、市町村長が適当と認めたもの

⑷　支援の単位は、放課後児童健全育成事業における支援であって、その提供が同時に一又は複数の利用者に対して一体的に行われるものをいい、一の支援の単位を構成する児童の数は、おおむね40人以下とする。

⑸　放課後児童支援員及び補助員は、支援の単位ごとに専ら当該支援の提供に当たる者でなければならない。ただし、利用者が20人未満の事業所で、支援員のうち1人を除いた者又は補助者が同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事している場合、その他の利用者支援に支障がない場合は、この限りでない。

	


〔要　求〕
	２－⑵　
＜福祉関係＞

⑤　幼児教育・保育無償化の実施にともなう保育ニーズの増加への対応をはじめ、想定される課題について対応策を講じること。


〔解　説〕
⑴　2019年10月の消費税率引き上げにあわせて実施する幼児教育・保育の無償化について、国が具体的な検討に入っています。

概要としては、３歳から５歳までのすべての子どもと、０歳から２歳までの住民税非課税世帯の子どもについて、認可施設では無償化、認可外施設や幼稚園の預かり保育などでは、無償化の上限額を定めるといったものです。

現在行われている待機児童解消対策が終わらないまま無償化を実施し、待機児童がさらに増えることで、政府が対応を急ぐあまり、設備や人員の基準緩和を進める恐れもあります。幼児教育・保育の無償化は必要ですが、無償化と並行して待機児童解消対策を十分に行うことと、安心して子育て・子育ちできるための幼児教育・保育の質の向上が重要です。無償化の対象に認可外施設が含まれることから、その質を担保するため、認可外施設の認可施設移行を促進する予算の確保と支援を行う必要があります。経過措置として、ベビーシッター等も無償化の対象となることから、指導監督をどう行うかといった問題も自治体に発生してきます。

⑵　現在、単独予算で保育料の軽減をしている自治体では、幼児教育・保育無償化が実施されることで、保育料軽減に充てていた予算が一部不要になる自治体もありますが、この単独予算分を、公立保育所の建て替えや保育士の処遇改善に活用していくよう求めることも必要です。
なお、無償化に必要な財源負担については、消費増税の使途変更により確保するとされています。2019年度については消費税引き上げにともなう税収増がわずかであることから、臨時交付金として全額国費により対応することとしました。2020年度以降は基準財政需要額に算入され、地方交付税措置されることとなります。

公立施設については、地方の負担割合が10/10となるため、民営化の動きが強まる可能性もあります。
　
	参考－平成31年度地方財政対策の概要（総務省自治財政局）





〔要　求〕
	２－⑵　
＜福祉関係＞

⑥　介護職員処遇改善加算により介護労働者の処遇改善とともに、人材確保をはかること。


〔解　説〕
⑴　介護職員処遇改善加算は2011年度末で打ち切りとなった介護職員処遇改善交付金（１人あたり月額平均１万５千円）を引き継ぎ2012年度介護報酬改定で2014年度まで時限措置されたものです。しかし、不足する介護人材確保の課題は深刻化しており、2015年度介護報酬改定においても加算区分を増設し、引き続き措置されています。介護報酬改定は３年に一度ですが、2017年度には介護人材の処遇改善のため、キャリアアップの仕組みが設けられ、プラス1.17％の臨時改定が行われています。

⑵　2018年度介護報酬改定は前倒しの臨時改定の影響もあり、その動向が危惧されていましたが、結果としてプラス0.54％の改定率となりました。社会保障審議会介護給付費分科会の議論では加算区分（Ⅳ）（Ⅴ）が一定の経過措置期間後、廃止の報告がされていますが、介護職員処遇改善加算は維持される見通しとなっています。
⑶　2017年８月閣議決定の「新しい経済政策パッケージ」では処遇改善加算分を他の介護職員などの処遇改善にも充てられるように柔軟な運用を認めることを前提に、介護サービス事業所における勤続年数10年以上の介護福祉士について月額平均８万円相当の処遇改善を行うことを算定根拠に、公費1,000億円程度を投じ、処遇改善を行うこととしています。実施時期については、消費税率の引き上げにともなう報酬改定において対応し、2019年10月からと記されています。
　　まずは、各自治体・施設において確実に処遇改善加算の届出をさせ、介護職場全体の賃金改善・人員確保、全産業に比較し賃金水準の低い介護労働者総体の処遇改善につなげる取り組みを展開します。
	

	（参考資料）
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〔要　求〕
	２－⑵　
＜福祉関係＞

⑦　2017年４月にすべての市町村が新しい介護予防・日常生活支援総合事業をスタートさせたことにともない、新しい総合事業にかかる事務等を含む高齢者保健福祉に従事する職員について増員配置すること（2017年度から交付税措置あり）。


〔解　説〕
2015年の介護保険法改正において、要支援１･２の介護予防訪問介護・通所介護が介護サービスから介護予防・日常生活支援総合事業として市町村事業に移行することが示され、2017年４月までにすべての市町村で移行されました。これにともない、総合事業等に従事する市町村職員に係る普通交付税措置（標準団体当たり１人の増員）がされることとなっています。

各自治体における事業の状況と人員配置を把握・検証し、サービス提供体制の確立にむけた取り組みを進めます。
〔要　求〕
	２－⑵　
＜福祉関係＞

⑧　福祉事務所の生活保護現業員および査察指導員については、「標準」を上回る職員を配置すること。また、職員の配置にあたっては、必ず社会福祉主事を配置するとともに、無資格者については必ず資格取得に努めるようにすること。


〔解　説〕
ケースワーカーの配置基準は2000年度から実施された地方分権で法定基準から標準基準へと変わりましたが、１人当たり都市部80世帯、郡部65世帯という基準そのものは1950年から変っていません。その後の社会情勢の変化により事務処理量は大幅に増加していますが、生活保護の実施体制については、自治体の行財政改革と相まって、都市部を中心に配置基準が充たされておらず、ケースワーカーや査察指導員の負担が大きくなっています。また、生活保護受給世帯の増加とともに担当ケースは増え続けており、自立を支援するケースワークが充分に行えない状況にあります。さらに非正規ケースワーカーも増加しており、実施体制の改善と非正規ケースワーカーの処遇改善は、喫緊の課題となっています。

また、社会福祉主事の資格を持たない高卒初任者を配置する実態もあり、社会福祉法において生活保護現業員は「人格が高潔で思慮が円熟し社会福祉の推進に熱意がある社会福祉主事でなければならない」とされていることから、講習など任用資格取得にむけた仕組みや体制強化を求める必要があります。
〔要　求〕
	

	２－⑵　
＜福祉関係＞

⑨　生活困窮者自立支援事業における任意事業を実施すること。とくに、子どもの学習・生活支援事業については、貧困の連鎖や児童虐待を予防するために有効であるため、他の事業に優先して実施すること。

	


〔解　説〕
⑴　生活困窮者自立支援事業について

　生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化をはかるため、生活困窮者に対し、自立相談支援事業の実施、住居確保給付金の支給などを行うことを求めます。
・必須事業……自立相談支援事業、住居確保給付金

　　　　　　　　　　　（国庫負担３／４）

・任意事業……就労準備支援事業、一時生活支援事業

　　　　　　　　　　　（国庫補助２／３）

　　　　　　　子どもの学習・生活支援事業、家計相談支援事業、その他必要な事業

　　　　　　　　　　　（国庫補助１／２）

＜道内の状況＞

　道内における2017年度の実施状況については、実施予定も含め、就労準備支援事業44％、一時生活支援事業17％、家計相談支援事業25％、子どもの学習支援事業50％で2015年度から2016年度には、いずれの事業も大幅な伸びがみられたものの、2017年度は学習支援事業しか増加しておらず、全国平均を上回っている事業も無い状況です。

※2017年度の各事業の実施状況

	
	就労準備支援事業
	一時生活支援事業
	家計相談支援事業
	子どもの学習支援事業

	道内
	44％
	17％
	25％
	50％

	全国
	44％
	28％
	40％
	56％


　また、４つの任意事業をすべて実施している自治体は苫小牧市と伊達市の２ヵ所のみにとどまり、逆に任意事業をまったく実施していない自治体は12ヵ所もあり、約1/3を占めています。
⑵　子どもの学習・生活支援事業（居場所づくり）の必要性
　これまで法的には、貧困の連鎖の防止のため、生活困窮世帯の子どもに対する学習支援を各自治体が地域の実情に応じ、創意工夫をこらし実施できるとしていた学習支援事業でしたが、今回の改正生活困窮者自立支援法において、事業に学習支援のみならず、生活習慣・育成環境の改善に関する助言なども追加され、「子どもの学習・生活支援事業」として強化されています。（2019年４月施行）

生活困窮世帯における子どもは、関わる大人が保護者のみで社会との関わりが希薄であるというケースが多く見受けられ、将来にわたり貧困の連鎖を生みやすいのが現状です。そのため、小中学生の段階から見守りと必要な支援を行うことで、子どもやその保護者の心身の安定、居場所づくりにつながり、つまずきや虐待等を未然に防ぐことができ、子どもに対する日常生活支援、養育支援、学習支援は効果的です。

　また、児童虐待に関する指導措置では支援する側（行政や学校等）がアプローチしにくく拒まれる家庭であっても、学習支援という手段であれば受け入れられやすく、子どもや保護者・世帯に関わるための手法として極めて有効です。

　しかし、全国における2017年度の学習支援事業の実施率は、2017年度実施予定も含み56％（2016年度実施率46％）となっており道内における状況では2017年度実施率50％（2016年度実施率39％）とようやく半数を超えたという状況にあります。
〔要　求〕
	２－⑵　
＜福祉関係＞

⑩　市町村児童相談窓口への専門職配置など人員体制強化を行うこと。また、児童虐待防止の役割が大きくなっている市町村の保健師について、正規職員も交付対象とされる子ども・子育て支援交付金における利用者支援事業の母子保健型等を有効活用しながら、増員をはかること。


〔解　説〕
⑴　市町村においては、2016年の児童福祉法改正で「児童等に対する必要な支援を行うための拠点の整備に努めるものとする」、「要保護児童対策地域協議会の調整機関について、専門職を配置するものとする」、児童虐待についても法改正等を機に、市町村における体制強化と専門性の強化が講じられましたが児童虐待件数は年々増加の一途をたどっています。

⑵　2018年３月に東京都目黒区で発生した児童虐待事案を受け、取りまとめられた「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」に基づき、児童相談所・市町村の更なる体制・専門性強化にむけ、児童虐待防止対策に関する関係府省庁連絡会議は、対象期間を2019年度から2022年度とした「児童虐待防止対策体制総合強化プラン」を12月に策定し、市町村の体制強化として、子ども家庭総合支援拠点と要保護児童対策地域協議会を2022年度までに全市町村で設置、専門性の強化として、要保護児童対策地域協議会調整機関に配置される常勤の調整担当者について、2016年改正法により義務化された調整担当者研修の着実な実施等による専門性の確保を求めていることからも、人員増を含めた着実な体制・専門性の強化を求めます。

⑶　新たに保健師を配置する際には、子ども・子育て支援交付金の利用者支援事業（母子保健型）も有効に活用しながら増員を求めることとします。
　配置にあたっては正規職員か否か、自治体職員か民間職員かに関わらず、新たに保健師等の専門職員を雇うことによる人員体制の整備、利用者支援事業に携わる保健師等を配置することが交付の要件とされています。

　また、必ずしも新たに雇った保健師等をそのまま利用者支援事業担当として配置せず、新規採用保健師等を別部署に配置し、従前から勤務している保健師等を利用者支援事業担当として配置する場合も人件費が交付されます。

	

	参考１）平成28年（2016年）９月15日厚労省雇用均等・児童家庭局母子保健課事務連絡別添－利用者支援事業の母子保健型に係るＱ＆Ａ
利用者支援事業の母子保健型に係るＱ＆Ａ
（問１）

　利用者支援事業の母子保健型について、保健師等を「専任により配置する場合の補助基準額」を適用する要件は何か。

答）利用者支援事業の母子保健型の実施に際して新たに（追加的に）保健師等を雇い人員体制を整備するとともに、本事業に携わる保健師等を専任で配置する場合に、「専任により配置する場合の補助基準額」が適用されます。

（問２）

　利用者支援事業の母子保健型において、「専任により配置する場合の補助基準額」を適用する場合、実際に本事業に携わる保健師等は、本事業の実施に際して新たに雇った保健師等でなければならないのか。

答）実際に利用者支援事業の母子保健型に携わる専任の保健師等は、必ずしも本事業の実施に際して新たに雇った保健師等である必要はありません。新たに雇った保健師等ではなく、従前より勤務している一定の経験のある保健師等を専任で配置することも可能です。

（問３）

　利用者支援事業の母子保健型に携わる保健師等について、複数の保健師等で本事業の業務を担う場合にも「専任により配置する場合の補助基準額」は適用されるか。

答）複数の保健師等で利用者支援事業の母子保健型の業務を担う場合であっても、常勤換算で１名以上の保健師等を専任で配置していれば「専任により配置する場合の補助基準額」を適用することは可能です。

（問４）

　利用者支援事業の母子保健型について、保健師等を「兼任により配置する場合の補助基準額」を適用する要件は何か。

答）「利用者支援事業の母子保健型の実施に際して新たに（追加的に）保健師等を雇い人員体制を整備するとともに、本事業に携わる保健師等を専任で配置する場合」に該当せず、既存の職員により、利用者支援事業の母子保健型の事業内容を実施する場合に、「兼任により配置する場合の補助基準額」が適用されます。ただし、既存の職員の人件費を補助対象とすることはできません。

（問５）

　利用者支援事業の母子保健型が開始される前から、本事業と同等の取組を実施している市町村は、本事業の補助対象とならないのか。

答）利用者支援事業の母子保健型が開始される前から同等の取組を実施していたか否かにかかわらず、「問１」でお答えした要件を満たしていれば「専任により配置する場合の補助基準額」、「問４」でお答えした要件を満たしていれば「兼任により配置する場合の補助基準額」が適用されます。

（問６）

　子ども・子育て支援交付金交付要綱の「従来より市町村保健センター等で勤務している保健師等が従事する場合など、人件費が地方交付税措置や、他の交付金や補助金等から交付されている場合については対象としない。」との記載の趣旨は何か。

答）当該記載は、人件費の二重払いを避ける観点で記載しているものです。



	


　
	参考２）内閣府「平成29年度子ども・子育て支援交付金の交付について」（抜粋）

別紙

１事業

２区分

３基準額

４対象経費

５負担割合

利 用 者
支援事業

利 用 者
支援事業

（３）母子保健型

ア　保健師等専門職員を専任により配置する場合

１か所当たり　　　　　8,696,000円

　イ　保健師等専門職員を兼任により配置する場合

１か所当たり　　　　　4,102,000円

　※　平成27年度において１か所に複数の専任職員を配置して事業を実施し、かつ、引き続き同様の事業形態を維持している市町村は、ア、イの基準額によらず以下の基準額を適用することができるものとする。

　　・　保健師等専門職員を２名配置する場合

１市町村当たり年額　14,988,000円

　　・　保健師等専門職員を３名配置する場合

１市町村当たり年額　21,382,000円

利用者支援事業の実施に必要な経費
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〔要　求〕
	２－⑵　
＜福祉関係＞

⑪　社会福祉施設における医療行為の提供にあたっては、必要とする専門職・人員および連携体制を確保すること。


〔解　説〕
介護職員の医療行為については喀痰の吸引等、一定の研修を受けた者が行うことができ、その分の評価は介護報酬の事業所評価加算となります。

自治労は介護職員の医療行為に対する評価が低いこと、事故との際の責任の所在の不明確さを指摘してきました。また、行為者個人の手当等に反映するよう求めてきました。

本来、医療行為は医療職が行うものであり、十分な医療行為を提供するには医療職種の充実を求めていく必要があります。
〔要　求〕
	２－⑵　
＜福祉関係＞

⑫　震災、災害、急病（夜間を含む）による避難等を想定した人員を配置すること。


〔解　説〕
⑴　社会福祉法人が運営する福祉施設の入所者は、災害発生時に自力での身体の安全確保や避難が困難な障害を持つ場合が多いため、施設の安全対策を実施し、いざという時に備えて施設環境を整備しておくことが重要です。

⑵　さらに夜間は職員配置も日中に比べると少人数となることから、夜間の災害などに備えたマニュアルの作成や避難訓練など、日頃から地域と連携して対応しておくことが求められます。
⑶　2018年９月に発生した「北海道胆振東部地震」では、地震だけでなくブラックアウト下での対応を余儀なくされました。労働組合として災害時対応の検証作業を進めながら、人員要求と対応マニュアル等への意見反映の根拠とします。
〔要　求〕
	２－⑵　
＜福祉関係＞

⑬　キャリアアップの仕組みを整備し、働き続けられる職場づくりを行うこと。


〔解　説〕
介護や保育・放課後児童支援に従事する労働者の賃金は、全産業平均に比べて月額10万円以上低い状況（2016年賃金構造基本統計調査）にあります。その要因の一つとして勤続年数の短さ（全産業平均11.9年、ホームヘルパー5.6年、福祉施設介護員5.5年－2013年賃金構造基本統計調査）があります。

働き続けられる職場づくりにむけ、長年の勤務経験に応じた賃金制度の整備が重要となります。

具体的なキャリアアップにむけた解説については＜福祉関係＞要求項目の②～⑤の解説を参照。
〔要　求〕
	２－⑶　社会福祉協議会職員および介護労働者等の処遇改善
①　社会福祉協議会職員の賃金・労働条件を自治体職員並に改善すること。
②　そのため、委託費、補助金等で必要な財政措置を行うこと。
③　介護職員処遇改善加算により介護労働者の処遇改善をはかるとともに、人材確保をはかること。


〔解　説〕公共民間　
⑴　社会福祉協議会職員は、私たち自治体職員と連携しながら、福祉分野の業務に携わる身近な仲間です。しかし、賃金・労働条件を見ると、大半は劣悪な状況に置かれているのが実態です。

　社会福祉協議会職員との交流を深め、介護報酬のプラス改定にむけた対策と介護職員処遇改善加算により、賃金面や職場人員配置の充実をはかるとともに、慢性的なサービス残業など、職場課題の明確化・解決にむけともにたたかう体制づくりが求められます。

⑵　2015年度の介護報酬に関しては、総体で９年ぶりに2.27％の減額改定となり、増額される部分を除く全体の額では4.48％の大幅な減額改定となりました。さらに物価上昇分を考慮した場合には実質8.48％の引き下げとなっています。

　この介護報酬引き下げにより、介護事業者はサービス提供にともなう収入が減少し、経営を維持していくために、職員の基本賃金を引き下げることが懸念されます。

⑶　介護職員処遇改善加算については2011年度末で介護職員処遇改善交付金が打ち切られ、2012年度介護報酬改定で処遇改善交付金と同様の措置を講ずることを要件として事業者が人件費に充当するための加算を行うとし措置されたものです。しかし、処遇改善交付金相当分を介護報酬に円滑に移行するための例外的かつ経過的な取り扱いと位置づけられており、2014年度末までの期限が設けられていましたが、2015年度以降も継続されることとなりました。また、2015年度の改定では新たに月額１万２千円の加算Ⅰが新設されています。加算の算定要件に計画や報告の提出を求めることやキャリアパス要件が盛り込まれていることもあり、加算の届出をしないケースも発生しています。より良いサービスを提供するための引き上げですが、事業者は加算をすることでサービス利用料が高くなるため、それにより利用者が減る恐れがあることから、加算を控えることが懸念されますが、確実な処遇改善に結びつけるための対策が必要となってきます。
〔要　求〕
	２－⑷　委託先民間労働者等
①　「公契約」に基づく民間委託労働者の賃金および労働条件の確保と、環境・福祉・公正労働・男女平等参画等の社会的価値を実現するため、「社会的価値の実現に資するための自治体契約制度のあり方に関する基本条例」を制定すること。
②　業務委託に関する入札にあたっては、入札価格において人件費相当分を明記した最低制限価格を設定すること。
③　最低でも委託先民間職場から労働基準法・短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（パートタイム労働法）違反や、労働保険・社会保険の有資格未加入といった法違反を一掃すること。そのため、自治体として委託先民間職場の労働条件を把握するとともに、法違反があった場合の是正指導や指導に従わない場合は委託先から除外する等の対応をとること。
④　委託料の積算について、委託先民間労働者の賃金引き上げを自治体職員と同様にすること。また、委託契約にあっては、賃金・労働条件を明確にし、自治体職員との格差をなくすこと。
⑤　委託清掃職場から労働災害を一掃するため、「清掃事業における安全衛生管理要綱」（平成５年３月２日付け基発第123号）の徹底をはかること。


〔解　説〕
⑴　「自己責任」という名のもとに、公共サービスが「安上がり」だけを求めて民営化されるなど市場に委ねられ、切り捨てられてきました。財政再建が最優先され、医療、生活保護、障がい者支援など社会保障や就労支援予算も抑えられた結果、国民の暮らしが危機的な状況にあっても、それを支えるセーフティネットはすでに失われています。生活の安心・安全が確保され、人々のニーズに合い、必要とする誰もが利用できる公共サービスの実現をめざし、2009年５月施行された公共サービス基本法を活用した取り組みが必要となります。
⑵　公契約条例
ⅰ) 公契約条例（法）は、昭和24年のＩＬＯ総会で採択された「公契約における労働条項に関する条約（94号条約）」を基に制定運動を進めています。

　この94号条約は、他の主要なＩＬＯ条約と異なり、労働条件を設定するための条約ではなく、「労働条件を低下させてはならない」「一般の条件より低くしてはならない」「その地域内に、他の地域から低賃金の労働者をもってきてはならない」という条約です。この条約は、現在58ヵ国で批准されていますが、日本政府はいまだに批准していません。

　公契約条例（法）を簡単にいうと「公共工事について労働者の賃金・労働条件を決めて、役所と受注者の契約上の約束として義務づけることにより、その内容が実際に現場労働者に適用される」条例です。

　公契約法は、直ちに賃金を引き上げるものではなく、まず地域に賃金相場を形成し、今後の賃金引き上げ、労働条件改善にむけた基礎的役割をはたすものとして位置づけています。

ⅱ) 2009年９月、全国初の公契約条例が、千葉県野田市議会で可決・成立されて以降、全国49の県・市・町・特別区で制定(賃金条項あり21自治体、賃金条項なし28自治体)されています（2018年６月１日現在）。

　条例が制定された自治体に共通していることは、事業者団体等と合意形成し、議会ではほぼ全会一致で可決していることです。公契約条例の制定にあたっては、世論喚起とともに関係団体との合意形成を進め、入札制度改革とあわせて取り組みを進める必要があります。

ⅲ) 北海道での公契約条例の制定状況は、札幌市において2013年10月に否決されましたが、旭川市では、2016年12月に「旭川市における公契約の基本を定める条例」(賃金条項なし)が制定されています。旭川市における道内初の公契約条例の制定を契機に、道内における条例制定にむけた機運を高めるため、連合北海道に「公契約条例を社会に広げることをめざすワーキングチーム(ＷＴ)」が設置されています。道本部としてもこのＷＴに参画しています。
⑶　総合評価入札制度
　価格だけで入札を決定するのではなく、価格以外の要素である「公正労働基準」「環境への配慮」「障害者の法定雇用率」「男女平等参画の取り組み」などを含めて、総合的に評価し、発注者である自治体にとって最も有利な者を落札者とする方式です。

　自治体については、自治省（現総務省）が1999年２月に、地方自治法施行令を改正したことで、一般競争入札で総合評価方式の導入が可能となりました。

　このため、各地の自治体で、価格以外の要素を評価項目に追加する動きが出ています。

ⅰ）横浜市では「指名停止等措置要綱運用基準」に該当するとして、不当労働行為をして組合を潰した企業を指名停止処分とした事例があります。

ⅱ）大阪府では、大規模施設での清掃業務発注において、障害者や母子家庭の母の雇用等の視点を評価項目に盛り込んでいます。

ⅲ）福岡県福間町では、「男女がともに歩むまちづくり条例」を制定し、入札への参加を希望する業者に対し、男女平等参画の推進状況の届出を義務づけています。

ⅳ）北海道では、「障がい者就労支援企業認証制度」の創設にあわせて、保健福祉部の一部の業務において価格要素のほかに技術的評価等の項目として、障がい者就労支援貢献要素を加えた総合評価入札制度を2009年度より導入しています。その他、道内35市を対象に行われた「連合北海道公契約条例ＷＴの道内全市自治体調査（以下、ＷＴ調査）」では一般競争入札で14市、指名競争入札で３市が導入しています。
⑷　最低制限価格制度
　地方自治法施行令第167条の10第２項の規定に基づき、工事又は製造その他についての請負の契約の入札において、契約内容に適合した履行を確保するため、あらかじめ最低制限価格を設けて、予定価格の範囲内で最低の価格をもって入札した者であっても、最低制限価格を下回る場合には、これを落札者とせず最低制限価格以上で最低の価格をもって入札した者を落札者とする制度で、「ＷＴ調査」では28市が導入しています。

一定の基準額を下回る入札があった場合に適正な工事の施工が可能かどうかの疑義が生じるため、入札の積算根拠等について調査を行う低入札調査制度は「ＷＴ調査」では23市で導入しています。
⑸　委託が行われている自治体では、行政として委託先の賃金・労働条件を把握させ、少なくとも法令違反がないよう指導させる等、行政責任を追及する必要があります。

ⅰ）　労働保険・社会保険の加入

ⅱ）　労働基準法・労働安全衛生法・最低賃金法などの諸法令の遵守

　特に労働安全衛生に関しては、清掃職場で死亡事故が発生していることも有り、厳しく対応することとし、労働者の安全と健康を確保するため、「清掃事業における安全衛生管理要綱」（平成５年３月２日基発第123号）を、最低の基準として守らせます。
	

	社会的価値の実現に資するための自治体契約制度のあり方に関する基本条例(案)
（前　文）
○市（以下、適宜○町または○村と読み替える。）は戦後経済成長を通じて豊かさを追求してきた。将来にわたって真の豊かさを実現するためには、環境、福祉、男女平等参画、公正労働等の社会的価値においてなお一層の増進に努めなければならない。そして市は、よりよい地域社会を実現するために、みずから地域社会の先頭に立って努力するべき責任を負っている。同時に社会的価値を実現するためには、市、事業者、市民の協力が不可欠である。そしてそのような協力によって、市が事業者と結ぶ売買、貸借、請負その他の契約を社会的価値の実現のために有効な手段として活用することができる。市が事業者と結ぶ契約は、何より経済的に市にとって有利でなければならないが、それだけではなく市が目指す社会的価値の実現にいかに寄与するかが多面的な角度から検討され、総合的に判断される必要がある。

この条例は、市が事業者と結ぶ売買、貸借、請負その他の契約が社会的価値を実現するために有効な手段であることを明らかにするとともに、その基本理念を定め、取組みを推進するために制定する。
（目　的）
第１条　この条例は○市（以下単に「市」という。）が特に重要な社会的価値として認め、その実現を目指す環境、福祉、男女平等参画、及び公正労働等について、市、事業者及び市民の責務を明らかにし、市が事業者と結ぶ売買、貸借、請負その他の契約についての基本理念を示し、並びに市が事業者と結ぶ契約についての手法を定め、もって地域社会の成員がお互いに協力連携しつつ社会的価値の実現にあたることを目的とする。
（定　義）
第２条　この条例において「社会的価値」とは、地域社会に生きる人々にとってきわめて重要でありながら、福祉や男女平等参画のように事業者の通常の事業活動によっては増進されることが期待されない社会的価値又は環境のようにかえって侵害される危険性のある社会的価値をいう。

（基本理念）
第３条　市及び事業者は、市と事業者が結ぶ契約が、環境、福祉、男女平等参画、及び公正労働基準等の社会的価値の実現に向けて有効な手法であることをふまえ、契約の締結及び履行に際して社会的価値の実現に努めなければならない。
（市長の責務）
第４条　市長は、前条の基本理念にのっとり、売買、貸借、請負その他の契約に際して、市が目指す社会的価値の実現を考慮するものとする。
（事業者の責務）
第５条　事業者は、第３条の基本理念にのっとり、その事業活動を通じ、常に社会的価値の実現に努めるものとする。
２．事業者は、市が社会的価値を実現するために取る手法に協力するよう努めなければならない。
（市民の責務）
第６条　市民は、自らの行動により、常に社会的価値の実現に努めるものとする。
２．市民は、自治体が社会的価値を実現するために取る手法に協力するよう努めなければならない。

（報　告）
第７条　市長は、第４条の責務を果たすため、市との売買、貸借、請負その他の契約を求める事業者に対して社会的価値の実現を目指す取組みに関する報告を求めることができる。
（入札参加資格）
第８条　市長は、地方自治法施行令（昭和22年５月３日政令第16号）第167条の５の規定により、あらかじめ、契約の種類及び金額に応じ、工事、製造又は販売等の実績、従業員の数、資本の額その他の経営の規模及び状況を要件とする資格を定めようとする場合には、社会的価値の実現に関する事項に配慮するものとする。
（公　表）
第９条　市長は、市が事業者と結ぶ売買、貸借、請負その他の契約の状況についての情報を定期的に公表するものとする。
（契約調査審査会）
第10条　市が事業者と結ぶ売買、貸借、請負その他の契約について、履行状況その他の重要事項を調査及び審議するため○市契約調査審査会を置く。
２．前項の審査会について必要な事項は規則で定める。

	


　「専任により配置する場合の補助基準額」については、「問１」の要件、「兼任により配置する場合の補助基準額については「問４」の要件を満たす必要があります。
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